
【経済産業省】

（単位：百万円）

項　　　　　　　目　　　　　　　名
（税　　　　　　目）

▲3,000

－ － －

－

国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入の拡
充、国庫補助金等の総収入金額不算入の拡充

（所得税、法人税）
▲349 － －

特定事業活動として特別新事業開拓事業者の株式の取得をした場
合の課税の特例の延長等

（法人税）
精査中 ▲1,900

脱炭素成長型経済構造移行推進機構に係る税制上の所要の措置
の拡充

（所得税、法人税、消費税、印紙税、登録免許税）
－ －

－ －

9 新設・拡充・延長
経済のデジタル化等に対応した新たな国際課税制度への対応

（法人税）
－ － －

地域経済に波及効果をもたらす国内投資の増加を目的とする産業
用地整備の促進に向けた所要の措置

（所得税、法人税）
精査中 － －

外国子会社合算税制の拡充
（所得税、法人税）

－ － －

11 新設・拡充・延長
国境を越えたEC取引に対する消費税のあり方の検討

（消費税）
－ － －

租税条約ネットワークの拡充
（－）

－

－

精査中 －

－

－

－

6

7

早期事業再生法の成立に伴う所要の措置
（所得税、法人税、消費税、相続税、贈与税）

大胆な投資促進税制の創設
（所得税、法人税）

－

－

スピンオフの実施の円滑化のための税制措置の見直し
（所得税、法人税）

－5

15 新設・拡充・延長

13 新設・拡充・延長
独立行政法人中小企業基盤整備機構に係る産業用地の整備に向

けた税制上の所要の措置
（所得税、法人税、消費税、印紙税、登録免許税）

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

3

改正
増減収額

－

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

8 新設・拡充・延長

10 新設・拡充・延長

12 新設・拡充・延長

14 新設・拡充・延長

16 新設・拡充・延長

－

精査中

－

地域における生活環境の維持に必要なサービスを確保するための
特例措置の検討

（－）
－

申告・納税手続に関する制度及び運用に係る所要の整備
（－）

食事支給に係る所得税非課税限度額の見直し
（所得税）

印紙税のあり方の検討
(印紙税）1

2

新設・拡充・延長

単独要望の事項

4

制度自体
の減収額

－

－

－

平年度の
減収見込額

－

精査中

新設・拡充・延長

－

－

令和８年度税制改正要望事項一覧



小計 ▲349 ▲3,023,379 ▲3,000

小計 － ▲1,134,007 23,000

－ － －

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
措置の延長等

（所得税、法人税）
精査中 ▲34,900

新設・拡充・延長
カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の延長等

（所得税、法人税）

23,000

精査中 －

新設・拡充・延長

－

24 新設・拡充・延長
東日本大震災に関する特別貸付けに係る消費貸借に関する契約

書の印紙税の非課税の延長
（印紙税）

－ － －

23 新設・拡充・延長
小規模企業等に係る税制のあり方の検討

（所得税）
－ －

－

22 新設・拡充・延長
電力システムの脱炭素化の実現及び安定的なエネルギー需給構

造の確立に向けた所要の措置
（－）

－ － －

21 新設・拡充・延長
特定原子力施設炉心等除去準備金の延長

（法人税）
－ －

－

20 新設・拡充・延長
海外投資等損失準備金制度の延長

（法人税）
－ ▲3,500 －

19 新設・拡充・延長
車体課税の抜本見直し
（自動車重量税）

－ －

－

原料用石油製品等の非課税化（原料用途免税の本則化）
（揮発油税、石油石炭税）

－ ▲3,014,012 －

特定の用途に供する重油、天然ガス、石炭に係る石油石炭税の軽
減措置の延長
（石油石炭税）

－ ▲3,967

－ －

共同要望で主管省庁となる事項

外国組合員に対する課税の特例の見直し
（所得税、法人税）

－

－ －

共同要望で主管省庁ではない事項

32 新設・拡充・延長

30 新設・拡充・延長

31 新設・拡充・延長

－

29 新設・拡充・延長
事業承継税制に係る特例承継計画の期限延長等

（相続税、贈与税）
－ ▲141,000 －

27

26
試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充及び延長

（所得税、法人税）

－ －

▲12,500 －

精査中 －

－

精査中

－

－

▲947,900

▲10,207

▲109,400
の内数

－

－

－

長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特
例措置の延長

（所得税、法人税）

企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃又は課税停止措
置の延長
（法人税）

33 新設・拡充・延長

34 新設・拡充・延長
第１次国土強靱化実施中期計画等を踏まえた財源確保方策の検

討の開始
（－）

生命保険料控除制度の拡充の恒久化等
（所得税）

35 新設・拡充・延長
既存住宅の省エネ改修等に係る標準的な工事費用相当額等の見

直し
（所得税）

金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算範囲の拡大）
（所得税）

28 新設・拡充・延長

25 新設・拡充・延長

18 新設・拡充・延長

17 新設・拡充・延長



▲13,187 － －

平年度の
減収見込額

制度自体
の減収額

改正
増減収額

▲13,536 ▲4,157,386 ▲20,000

▲440 － －

38 新設・拡充・延長
福島における特定風評被害による経営への影響に対処するための

特定事業活動に係る特例措置の延長
（所得税、法人税）

▲247 － －

36 新設・拡充・延長
既存住宅の省エネ改修等に係る軽減措置の延長

（所得税）
－ － －

合　　計

小計

37 新設・拡充・延長
福島イノベーション・コースト構想の推進に係る特例措置の拡充及

び延長
（所得税、法人税）


